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最低賃金・賃金の引上げに向けた中小・小規模企業等支援

最低賃金・賃金の引上げを図る中小・
小規模企業等の生産性向上に向けた支援の強化 最低賃金制度の適切な運営

課題

取組

生産性向上に取り組む中小企業へのきめ細かな支援等、中
小・小規模企業が賃上げしやすい環境整備に一層取り組むこ
とが求められている。

中小・小規模企業に対して、賃上げの支援に取り組む必要が
ある。

業務改善助成金等の各種支援策について、積極的な周知及び
利用勧奨を行い、業務改善や生産性向上に係る企業のニーズに
応え、賃金引上げを支援する。

中部経済産業局との連携を強化し、事業再構築補助金、ものづく
り・商業・サービス補助金、ＩＴ導入補助金等各種補助金及びよろ
ず支援拠点の案内を行う。

愛知県の最低賃金の引上げに向けて、公労使三者の愛知地方
最低賃金審議会において、最低賃金額についてしっかりと議論
を行う必要がある。

愛知県最低賃金額は年々引上げ幅が増加していることから、県
内に広く、周知及び履行確保を図る必要がある。

最低賃金額の改定等については、使用者団体、労働者団体及び
地方公共団体等の協力を得て、県民に幅広く周知するとともに、
使用者及び労働者に周知徹底を図る。

これまでの監督指導の結果や労働相談等の各種情報を踏まえ、
最低賃金の遵守を図るため、最低賃金の履行確保上問題がある
と考えられる業種等を重点とした監督指導等を行う。

愛知労働局が委託する「愛知働き方改革推進支援センター」のワ
ンストップ相談窓口において、生産性向上等に取り組む事業者等
に対してきめ細かな支援を行う。

●

●

●

県内の経済動向、地域の実情などを踏まえつつ、適切な資料の
収集、作成、提示に努め、本省賃金課とも連携を図りながら、充
実した審議が尽くせるよう愛知地方最低賃金審議会の円滑な運
営を図る。

●

●

●

■

■

■

■

①① ②②
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非正規雇用労働者の正規化促進、雇用形態に関わらない公平な待遇の確保
労働局と監督署とが連携した
同一労働同一賃金の遵守の徹底

課題

取組

非正規雇用労働者の処遇改善・
正社員化を行う企業への支援

非正規雇用労働者への
ステップアップ支援

無期転換ルール等の
円滑な運用に向けた周知

雇用形態に関わらない公正な
待遇を確保するため、パート
タイム・有期雇用労働法及び
労働者派遣法に基づく同一労
働同一賃金の履行確保を図っ
ていくことが重要である。

労働基準監督署が企業から短
時間労働者、有期雇用労働者
又は派遣労働者の待遇等の状
況について情報収集する。
それらの情報を雇用環境・均
等部や需給調整事業部に共有
し、効率的、効果的な報告徴
収を行い、是正指導の実行性
を高めていく。

労働基準監督署

需
給
調
整
事
業
部

需
給
調
整
事
業
部

雇
用
環
境
・
均
等
部

情報共有

待遇格差の是正

企業指導 企業指導

非正規雇用労働者の正社員
転換を進めるとともに、ど
のような雇用形態を選択し
ても納得が得られる処遇を
受けられるよう待遇改善を
押し進めていくことが重要
である。
また、人手不足への対応が
急務となる中で、パート・
アルバイトで働く方が「年
収の壁」を意識せず働くこ
とが出来る環境づくりが重
要である。

非正規雇用労働者の処遇改
善や正社員化に取り組んだ
事業主に対して支援を行う
キャリアアップ助成金につ
いて、年収の壁を意識せず
働くことのできる環境づく
りを後押しするために新た
に設けた「社会保険適用時
処遇改善コース」や拡充し
た「正社員化コース」をは
じめ、各コースの周知、活
用勧奨等を実施する。

愛知働き方改革推進支援セ
ンターによるワンストップ
相談窓口において、関係機
関や全国センターと連携を
図りつつ、社会保険労務士
等の専門家による窓口相談
やコンサルティング、セミ
ナーの実施等、きめ細かな
支援を行う。

同一の使用者（企業）との間で、
有期労働契約が更新されて通算5
年を超えたときに、労働者の申込
みによって無期労働契約に転換さ
れる「無期転換ルール」について
広く周知していく必要がある。

労働契約締結または更新

１年
更新

更新

更新

更新

5
年

１年

無期労働契約

１年

１年

１年

１年

転 換
申込み

無期転換ルールについて、制度
の趣旨や内容について引き続き
周知するとともに、令和６年４
月から、労働条件の明示事項に
無期転換申込み機会と無期転換
後の労働条件を追加されたこと
についても周知徹底を図る。

雇用保険を受給できな
い者や非正規労働に
従事している者に対し
て、経済的な支援とス
キルアップの機会の提
供が必要である。

求職者支援制度（職業
訓練受講給付金の支給
と無料の職業訓練）の活
用により、就職やスキル
アップに必要な技能及
び知識の習得が可能で
あることを積極的に周
知・広報することにより制
度の活用を推進する。

■ ■ ■ ■

● ● ● ●

●

無料の
職業訓練

就職
サポート

月１０万円
給付金

①① ③③②② ④④

２2



リスキリングによる能力向上支援
教育訓練給付による経済社会の変化に対応
した労働者個々人の学び・学び直しの支援

在職時からの継続的な
キャリア形成・
リスキリング支援

公的職業訓練の
デジタル分野重点化の推進

課題

取組

急速な社会・経済
環境の変化により、
これまで企業内で行
われてきた技術・技
能・知識の継承等だ
けでは対応が困難
な状況である。

職業人生の長期化
により、労働者個々
のキャリア形成プラ
ンの実現には、必要
に応じたリスキリング
の実施が重要であ
る。

急速な社会・経済環境
の変化、コロナ禍を経た
経済活動の本格始動、
少子化による労働力減
少による労働力不足に
対し、企業が持続的な
成長を実現するために
は、デジタル技術を活
用した労働生産性の向
上が不可欠である。
ただし、デジタル人材が
質・量ともに不足してお
り、その育成が喫緊の
課題となっている。

「キャリア形成・リスキ
リング推進事業」（厚
生労働省委託事業）
実施による、在籍時
からのキャリアアップ
支援を行う。

「愛知県地域職業能
力開発促進協議会」
（愛知県との共催）で
の協議を踏まえ、公的
職業訓練におけるデジ
タル分野訓練の拡充
及びハローワークによ
る訓練修了者に対す
る伴走型就職支援を
推進する。

「三位一体の労働市場改革」の一環とし
て、リスキリングによる能力向上支援に取り
組んで行くこととされている。DXの進展など、
産業構造の変化の加速化が見込まれる中、
リスキリングを含め、労使協働による職場に
おける学び・学び直しの取組を、広めていく
ことが重要である。その際、企業向け及び
個人向け支援策の周知・活用を図るほか、
関係者と連携しつつ、労使のニーズに応じ
た取組を進めていく必要がある。

経済社会の変化に対応した労働者個々人
の学び・学び直しを支援するため、厚生労
働大臣が指定する教育訓練を修了した場
合に、その費用の一部を支給する「教育訓
練給付」について、引き続き制度の周知を
行うとともに、理由を問わず電子申請が可
能とされたことについての周知を図り、教育
訓練を受講しやすい環境を整備する。

企業による従業員
に対する高度デジ
タル人材等の育
成、ＩＴ分野未経験
者に対する即戦
力化訓練、定額
制サービスによる
訓練、新規事業の
立ち上げ等の事業
展開に伴い、新た
な知識・技能習得
のための訓練等を
実施しようとする
企業に対して、当
該人材育成を支
援する国の施策の
周知、広報、啓発
を実施し、利用促
進を図ることが急
務である。

在籍型出向は労働
者の雇用を支えつ
つ、人材の有効な
活用を通じて生産
性の維持・向上に
資するものであり、
労働者の雇用維持
に加えてキャリア
アップ・能力開発に
も効果があることか
ら、在籍型出向を
行う事業主を支援
する必要がある。

管内企業や経済
団体等との接触の
機会を捉え、また
企業等を訪問し、
人材開発支援助
成金「人への投資
促進コース」及び
「事業展開等リス
キリング支援コー
ス」を中心とした活
用促進を引き続き
行い、事業主を支
援する。

中小・小規模企業
が長期教育訓練
休暇制度を設け、
実施した場合、人
への投資コース
「長期教育訓練休
暇制度」により賃金
助成を拡充し、労
働者の主体的な
学び直しを支援す
る。

産業雇用安定助成
金「スキルアップ支
援コース」及び「産
業連携人材確保等
支援コース」を活用
し、在籍型出向によ
り賃金上昇を伴う労
働者のスキルアップ
を行う事業主や生
産性向上に資する
取組に必要な新た
な人材の円滑な受
入を行う事業主を
支援する。
制度の周知につい
ては、公益財団法
人産業雇用安定セ
ンターと連携して、
積極的に推進する。

■ ■

■

■ ■ ■

● ●● ● ●

人材開発支援助成金を
活用した人材育成推進

スキルアップを目的とし
た在籍型出向の推進等

●

①① ③③②② ④④ ⑤⑤
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【【支支援援内内容容】】
〈〈在在籍籍者者向向けけ〉〉

ジョブ・カードによる
キャリアの棚卸し、
キャリアプランニング、
講座等の選択の支援
学んだスキルの受講
後の活用に関する相
談

〈〈企企業業向向けけ〉〉
企業による従業員の
キャリア形成、人材育
成方針実現に関する
支援

リスキリングによる能力向上支援
教育訓練給付による経済社会の変化に対応
した労働者個々人の学び・学び直しの支援

在職時からの継続的な
キャリア形成・
リスキリング支援

公的職業訓練の
デジタル分野重点化の推進

課題

取組

急速な社会・経済
環境の変化により、
これまで企業内で行
われてきた技術・技
能・知識の継承等だ
けでは対応が困難
な状況である。

職業人生の長期化
により、労働者個々
のキャリア形成プラ
ンの実現には、必要
に応じたリスキリング
の実施が重要であ
る。

急速な社会・経済環境
の変化、コロナ禍を経た
経済活動の本格始動、
少子化による労働力減
少による労働力不足に
対し、企業が持続的な
成長を実現するために
は、デジタル技術を活
用した労働生産性の向
上が不可欠である。
ただし、デジタル人材が
質・量ともに不足してお
り、その育成が喫緊の
課題となっている。

「キャリア形成・リスキ
リング推進事業」（厚
生労働省委託事業）
実施による、在籍時
からのキャリアアップ
支援を行う。

「愛知県地域職業能
力開発促進協議会」
（愛知県との共催）で
の協議を踏まえ、公的
職業訓練におけるデジ
タル分野訓練の拡充
及びハローワークによ
る訓練修了者に対す
る伴走型就職支援を
推進する。

「三位一体の労働市場改革」の一環とし
て、リスキリングによる能力向上支援に取り
組んで行くこととされている。DXの進展など、
産業構造の変化の加速化が見込まれる中、
リスキリングを含め、労使協働による職場に
おける学び・学び直しの取組を、広めていく
ことが重要である。その際、企業向け及び
個人向け支援策の周知・活用を図るほか、
関係者と連携しつつ、労使のニーズに応じ
た取組を進めていく必要がある。

経済社会の変化に対応した労働者個々人
の学び・学び直しを支援するため、厚生労
働大臣が指定する教育訓練を修了した場
合に、その費用の一部を支給する「教育訓
練給付」について、引き続き制度の周知を
行うとともに、理由を問わず電子申請が可
能とされたことについての周知を図り、教育
訓練を受講しやすい環境を整備する。

企業による従業員
に対する高度デジ
タル人材等の育
成、ＩＴ分野未経験
者に対する即戦
力化訓練、定額
制サービスによる
訓練、新規事業の
立ち上げ等の事業
展開に伴い、新た
な知識・技能習得
のための訓練等を
実施しようとする
企業に対して、当
該人材育成を支
援する国の施策の
周知、広報、啓発
を実施し、利用促
進を図ることが急
務である。

在籍型出向は労働
者の雇用を支えつ
つ、人材の有効な
活用を通じて生産
性の維持・向上に
資するものであり、
労働者の雇用維持
に加えてキャリア
アップ・能力開発に
も効果があることか
ら、在籍型出向を
行う事業主を支援
する必要がある。

管内企業や経済
団体等との接触の
機会を捉え、また
企業等を訪問し、
人材開発支援助
成金「人への投資
促進コース」及び
「事業展開等リス
キリング支援コー
ス」を中心とした活
用促進を引き続き
行い、事業主を支
援する。

中小・小規模企業
が長期教育訓練
休暇制度を設け、
実施した場合、人
への投資コース
「長期教育訓練休
暇制度」により賃金
助成を拡充し、労
働者の主体的な
学び直しを支援す
る。

産業雇用安定助成
金「スキルアップ支
援コース」及び「産
業連携人材確保等
支援コース」を活用
し、在籍型出向によ
り賃金上昇を伴う労
働者のスキルアップ
を行う事業主や生
産性向上に資する
取組に必要な新た
な人材の円滑な受
入を行う事業主を
支援する。
制度の周知につい
ては、公益財団法
人産業雇用安定セ
ンターと連携して、
積極的に推進する。

■ ■

■

■ ■ ■
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人材開発支援助成金を
活用した人材育成推進

スキルアップを目的とし
た在籍型出向の推進等

●
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【【支支援援内内容容】】
〈〈在在籍籍者者向向けけ〉〉

ジョブ・カードによる
キャリアの棚卸し、
キャリアプランニング、
講座等の選択の支援
学んだスキルの受講
後の活用に関する相
談

〈〈企企業業向向けけ〉〉
企業による従業員の
キャリア形成、人材育
成方針実現に関する
支援

3



成長分野等への労働移動の円滑化
介護や運輸など、今後人材ニーズが見込まれる業界や
成長分野への賃金上昇を伴う円滑な労働移動の推進

課題

取組

求職者と企業のマッチング機能の強化、
オンラインの活用によるハローワークの利便性向上

人材ニーズが見込まれる業界や成
長が見込まれる分野への円滑な労
働移動を推進していくため、各種雇
い入れ助成金の上乗せ支給及び就
職困難者を成長分野（デジタル・グ
リーン）で雇い入れ、賃金の引き上げ
等を行う事業主に対して高額助成を
行う特定求職者雇用開発助成金
「成長分野等人材確保・育成コー
ス」について、事業主への活用勧奨
を積極的に行い、就職困難者を対
象とした成長分野への労働移動や
賃上げを促進する。

離職を余儀なくされた者の早期再就
職支援及び中高年齢者を一定以上
雇い入れ中途採用の機会拡大を図
る早期再就職支援等助成金（仮称）
について、前職よりも賃金を上昇させ
た事業主に助成を行うとともに、再就
職援助計画対象者等へのきめ細か
な再就職支援や当該助成金の周知
広報について、各地域の経済団体
等と連携して実施することにより、賃
金上昇を伴う労働移動を推進する。

円滑な労働移動を可能とするため、労働市場情報

に自由かつ簡便にアクセスできるような環境の整備

と、ハローワークにおけるコンサルティング機能を強

化する必要がある。

企業に対しては、これまでのような人材を確保する

ことに特化したサービス提供から脱却し、必要に応

じて企業の人事戦略、採用計画まで踏み込んだ総

合的な相談に応じながら求人条件の全体像を提

案し、賃金などの求人条件の緩和指導だけではな

いコンサルティング支援サービスを提供していく。

介護をはじめとする医療福祉業界や、

運輸や建設業界、サービス業界など、

多くの業界で人手不足感が高まって

いる。また、近年の技術革新による産

業構造の変化に伴うデジタル人材の

需要は、今後さらに高まるとみられる

が、業種によっては人材不足が深刻

な状況にある。

■ ■

●

民間人材サービス事業者への指導監督の徹底

労働者派遣法の理解が不十分と解される
派遣先が多く見受けられ、指導件数の減少
が見られない。
請負等と称して実態として労働者派遣の形
態で業務を行ういわゆる「偽装請負」も依然
として後を絶たず、また、派遣労働者等から
の申告や苦情相談等も多い。
こうしたことから、法令や制度についての周
知や事業主に対する指導監督に取り組む
必要がある。

労働者派遣法の理解が不十分と解される
派遣先に対し重点的に指導監督を実施。

「偽装請負」について、あらゆる機会を捉え
て情報の把握に努め、指導監督を実施。
併せて、発注者に対して「労働契約申込
みみなし制度」の周知を行う。

派遣労働者等からの申告、苦情相談等
の正確な内容を把握する。問題が認めら
れる事案は、迅速かつ適切に対応を図る。

■

●

ハローワークでのオンライン職業相談実施、各種
セミナーのオンライン配信、ホームページ上に常
設するオンライン会場での面接会開催などにより、
求職者の利便性を向上させる。また、「jobtag」、
「しょくらぼ」、「マイジョブカード」の活用により、労
働市場情報の見える化を一層進めていく。

●

募集情報等提供事業者等に、依拠すべ
きルールの明確化を図るよう周知を図ると
ともに、法違反の疑いのある事業者を確認
した場合には、速やかに指導監督を実施
する。

●

●

●

●

●

● 派遣元事業主、派遣先及び派遣労働者に
対して、各種説明会等を実施する。

①① ③③②②

４

令令和和３３年年度度 令令和和４４年年度度 令令和和５５年年1122月月末末時時点点
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中小企業等に対する人材確保の支援
ハローワークにおける
求人充足サービスの充実

課題

取組

人材確保対策コーナー等における
人材確保支援

医療・介護・保育分野の
職業紹介への対応

雇用保険受給者の
早期再就職の促進

人材不足分野である福祉

（医療・介護・保育）、運輸・

警備・建設等の雇用吸収力

の高い分野のマッチング支援

を強化することが必要。加え

て、医療・介護・保育分野の

深刻な人手不足への対応と

して潜在的な求職者の掘り

起こしが急務となっている。

新型コロナウイルス感染症が

５類相当に移行し、企業の経

済活動が活発になる中、多く

の業種・分野で人手不足感は

強まっている。一方で労働市

場におけるハローワークの存

在感は、年々低下している。

ハローワークに期待し、求人を

提出している企業がより迅速

に必要な人材を確保できるよ

う、求人充足サービスを充実

させる。

▶人材確保のため事業所向け
コンサルティングを実施

▶求職者向け体験セミナー（職
業体験会）等を開催

求人者が求める結果が「求人
充足、人材確保」であることを
十分に念頭におき、求人者
ニーズの的確な把握とニーズ
に応じた支援策の提案、地域
における平均賃金、有用な助
成金等の情報提供、関連す
る法令等に対する十分な知
識に基づく助言など、コンサル
ティング意識を持った支援を
行う。

ミニ面接会や企業説明会等
を積極的に開催することで、
求人者と求職者の出会いの
場を提供し、マッチングにつな
げていく。

再就職手当等の就業促進

手当を活用した早期再就職

の経済的メリットや失業期間

が長期化することのデメリット

等を伝え、雇用保険受給者

の早期再就職に向けた意欲

を喚起する。

失業認定日等の機を捉えて

雇用保険受給者の緊要度

やニーズを的確に把握し、求

職者マイページを活用した求

人情報の提供や求職者担

当者制などの再就職支援

サービスにつなげ、早期再就

職をバックアップしていく。

医療・介護・保育分野等の
職業紹介事業者に対する
求人者からのトラブル等の
苦情相談等がみられること
から、相談対応を積極的に
行う必要がある。
特に、医療従事者において
高額な紹介手数料を有料
職業紹介事業者に支払っ
て紹介してもらい就職したに
もかかわらず、短期間で離
職してしまうということもあり、
集中的な指導監督に取り
組む必要がある。

医療・介護・保育分野の職業
紹介事業者への集中的指導
監督により把握した情報等を活
用し、法違反が疑われる事案
を把握した場合は、速やかに指
導監督に取り組む。

● ● 『「医療・介護・保育」求人者向け
特別相談窓口』の周知を行う。

●

●

●

●

●

■ ■ ■ ■

県内５か所のハローワークに人
材確保コーナーを設置し、福祉
（医療・介護・保育）、建設、警
備、運輸等の人材不足分野に
おけるマッチング支援を強化・
推進する。

豊 橋

雇用保険部門と職業相談部門

が連携し、認定日における全員

相談を実施することで、緊要度

やニーズを的確に把握し、受給

者の状況に応じた再就職支援

サービスの取組を徹底する必

要がある。

R3 R4

71,897 74,366

再就職手当支
給件数

18,821 18,650

71,897 74,366 

18,821 18,650 
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下請
しわ寄せ

女性活躍のための支援及び多様な働き方、働き方・休み方改革
女性の活躍できる
職場環境整備の推進

課題

取組

「多様な正社員」制度に係る
導入支援等の実施 多様な働き方・休み方の導入 労働施策総合推進法に基づく

協議会等について

多様な正社員とは

例えば…

職務内容の限定

勤務地限定

職種・職務限定

短時間勤務

などを限定して選択でき

る正社員をいう

企業では、優秀な人材を確保
し、労働者の定着を図り、ま
たワークライフバランスの推
進を図るため、多様な正社員
制度の実現が求められている。

働き方・休み方改善コンサル
タント等の活用による企業訪
問時に、リーフレット等によ
り、事例の提供等によるさら
なる周知等を行う。

常時雇用する労働者が301人
以上の事業主に男女の賃金差
異の公表が義務付けられてお
り、賃金差異の要因分析と情
報公表を契機とした一層の女
性活躍推進に向けた取組が求
められている。

事業主には、募集・採用、配
置・昇進等の雇用管理の各ス
テージにおける性別を理由と
した差別の禁止や、妊娠・出
産等を理由とする不利益な取
り扱いの禁止、妊娠中の母性
健康管理等男女均等取扱いが
求められている。

多様な働き方を実現するとと
もに、年次有給休暇の取得促
進や労使の話し合いによる特
別休暇制度の導入が望まれる。

「働き方改革」をより一層推
進するため、関係機関・団体
が連携し、地域全体で取組む
ことが求められている。

労働施策総合推進法第10条の
３に基づく協議会を設置し、
愛知県や名古屋市、その他各
労使団体などと連携し、各種
情報を共有することにより、
「働き方改革」に向けた各種
取組みを推進する。

価格転嫁

多様な働き
方・休み方

同一労働
同一賃金
ワークライフ
バランス

労働時間
の短縮

人材確保等支援助成金（テレ
ワークコース）や、働き方改
革推進支援助成金（勤務間イ
ンターバル導入コース）を活
用し、制度の導入促進を図る。

年次有給休暇については、例
年10月に実施している「年次
有給休暇取得促進期間」や愛
知県民の日の前1週間のあい
ちウィークの時季を中心に集
中的な広報を行う。

えるぼし プラチナ
えるぼし

男女間賃金差異に係る情報公
表を進める。その際、賃金差
異の要因分析と情報公表を契
機とした雇用管理改善や一層
の女性活躍推進に向けた取組
の促進を図る。

女性の活躍状況を評価する
「えるぼし」認定、「プラチ
ナえるぼし」認定の取得を促
進する。

男女雇用機会均等法に係る相
談に適切に対応し、法違反が
疑われる事業主に対して、厳
正に対処する。

■

■

■ ■ ■

●

●

● ●

●

●

●

①① ③③②② ④④
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ハラスメント防止対策

相談支援を含む総合的なハラスメント防止対策の推進 個別労働関係紛争の解決の促進

課題

取組

多数のハラスメントの相談が寄せられており、職場における
パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・
出産、育児休業等に関するハラスメントの撲滅に向け、事業
主に義務付けられている措置義務を総合的に推進する必要が
ある。

ハラスメント防止措置を講じておらず、法に違反する疑いの
ある事業主に対し、厳正な指導を実施し、履行確保を図ると
ともに、12月の「職場のハラスメント撲滅月間」において、
広く周知を図る。

いじめ、いやがらせ、パワーハラスメント等の相談に対し、
紛争解決の援助制度等迅速・丁寧な対応を行う。

愛知労働局及び各労働基準監督署に設置している総合労働
相談コーナーに寄せられる相談に対し適切に対応するとと
もに、助言・指導、あっせんの運用を適切に行い、個別労
働紛争の発生予防と迅速な解決に向けて取り組む。

労働関係について個々の労働者と事業主との間の紛争（個別
紛争）についての相談が多数寄せられている。
このような個別紛争の未然防止と、円満・迅速な解決を図ること
を目的として、「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法
律」に基づき、紛争解決援助サービスを適切に行っていく必要が
ある。

パワハラ
含む

■ ■

●

●

●

①① ②②
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各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月当たり80時間を超
えていると考えられる事業場及び長時間にわたる過重な労働による
過労死等に係る労災請求が行われた事業場を中心に、監督指導
を実施する。

11月の「過労死等防止啓発月間」において、「過労死等防止対策
推進シンポジウム」や「過重労働解消キャンペーン」に取り組む。

「労働時間相談・支援班」による説明会の開催や個別訪問等を通じ
て、中小企業・小規模事業者等に対する支援を行う。

安全で健康に働くことができる環境づくり【№１】

依然として長時間労働に関する相談や、過重労働による脳・心臓
疾患に係る労災請求が認められることから、長時間労働の抑制に
取り組む必要がある。

令和６年４月から時間外・休日労働の上限規制が適用される建
設業、自動車運転者、医師について、円滑な法施行に向けた周
知・支援に取り組む必要がある。
特に、自動車運転者の長時間労働の背景には、取引慣行等の
個々の事業者の努力のみでは見直すことが困難なものもあること
から、取引業者への働きかけにも取り組む必要がある。

長時間労働の抑制

課題

取組

誰もが安心して働くことができる良好な職場環境を実現するため、
最低基準である労働基準関係法令の履行確保に取り組む必要が
ある。

令和６年４月から施行される労働条件明示事項の追加は、パー
ト・アルバイトも含めたすべての労働者が対象となるものであること
から、丁寧な周知を行う必要がある。

▶技能実習生等の外国人労働者については、労働基準関係法令違
反の疑いがある事業場及び名古屋出入国在留管理局・外国人技能
実習機構名古屋事務所との相互通報制度により通報があった事業
場等に対し監督指導を実施する。

▶自動車運転者については、各種情報から労働基準関係法令違反
の疑いがある事業場や、愛知運輸支局との相互通報制度により通報
があった事業場等に対し監督指導を実施する。また、愛知運輸支局
との合同監督・監査を実施する。

▶障害者である労働者については、自治体等の関係機関と情報共有
を図り、労働基準関係法令違反の疑いのある事業場に対して速やか
に監督指導を実施する。

労働条件の確保・改善対策

130

135

140

145

150

愛知県・全国の月間総実労働時間数

愛知 全国

（時間）

厚生労働省「毎月勤労統計調査全国調査／地方調査」より作成

令和3年 令和4年 令和5年
労働局から通報 81 70 110

出入国管理機関等から通報 199 134 125

令和3年 令和4年 令和5年
労働局から通報 14 23 26

運輸支局から通報 21 40 53

「たしかめたん」

▶医師については、愛知県医療勤務環境改善支援センターと連携
して、医療機関における時間外・休日労働の削減等の支援を行う。

▶自動車運転者については、改正改善基準告示も含めて、説明会
等のあらゆる機会を通じて丁寧な周知を図る。また、発着荷主等に
対し、長時間の荷待ち等をさせないよう努める等の配慮を要請する。
さらに、「『物流革新に向けた政策パッケージ』中部ブロック推進会
議」において、関係行政機関と連携して取り組む。

▶建設業については、「労働時間相談・支援班」による説明会の開
催や個別訪問等を通じて支援を行う。

新たに時間外・休日労働の上限規制が
適用される中小企業等への支援

●

●

●

特定の労働分野における労働条件確保対策の推進

●監督指導を通じて、事業場における基本的労働条件の枠組みや管
理体制の確立を図り、労働基準関係法令の遵守を図る。

重大・悪質な労働基準関係法令違反が認められる事案に対しては、
司法処分も含め厳正に対処する。

各種情報に基づき、裁量労働制の運用等に関し問題があると考え
られる事業場に対して、監督指導等を実施する。また、パンフレット
等を用いて、令和６年４月に施行された省令改正について周知を
行う。

労働条件明示事項に就業場所・業務の変更の範囲を追加する等
の省令改正について、パンフレット等を用いて周知を行う。

●

●

●

■

■

■

■

①① ②②
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課題

取組

■
従前の、単に災害や疾病を防ぐ負（ネガティブ）の領域から、前
向きな、正（ポジティブ）の領域への転換が求められている。
働く人々が、安全と安心のほか、やりがいと生きがいを実感でき
ることへの転換。
経営トップ等の安全衛生へのコスト意識からの転換。

死死傷傷者者数数のの推推移移

10,703 9,843 9,772 

3,540 3,437 3,382 

4,350 4,611 5,202 

14,211 15,193 
18,070 
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人

死亡者数は、中長期的に減少傾向にあるものの、なお30人近
い尊い命が失われている。
死傷者数は、製造業、建設業、陸上貨物運送事業等が横ばい
で推移している。
一方、第三次産業の増加傾向が続いている。
業務上疾病は、増加傾向にある。
定期健康診断有所見率は、高止まり傾向にある。

死死亡亡者者数数のの推推移移

リスクアセスメントのプロセスには、現場の実

態把握を含めていることから、第14次労働

災害防止推進計画では、リスクアセスメント

を通じて経営視点である「ＰＱＣＤＳＭＥ」を並

列かつ一体的に捉え、それらを同時に高め

ていく戦略的手法を「安全経営あいち®」 とし

て提唱し、推進する。

登録により、当局の登録商標であるロゴ及び名称が使用可能となる、

「安全経営あいち賛同事業場制度」の運用を通じ、「安全経営」とリ

スクアセスメントに積極的に取組む事業場の姿勢を内外に示すこと

で、企業価値向上を支援する。

●

●

●

安全経営あいちについて
詳しくはホームページを
ご覧ください。

「安全経営あいち®」の推進を通じ、重篤災

害の撲滅を目指すだけでなく、生産性向上

等により労働分配を高め、働き方改革の推進等、自律的でポジ

ティブな安全衛生管理を促進する。

従前からの類型的災害である、「はさまれ・巻き込まれ」、「墜
落・転落」、「切れ・こすれ」が、いまだ継続して発生している。
製造業における「はさまれ・巻き込まれ」等の災害の約６割で、
動力機械が起因し、建設業における、墜落・転落の約３割が、
高さの危険源に起因している。

求めている

56%

求めていない

39%

わからない

5%

通常作業

46%

保全・異常処置

41%

その他

13%

残残留留リリススクク情情報報のの要要求求

機機械械災災害害発発生生時時のの作作業業区区分分

「機械の包括的な安全基準」に

基づく残留リスク情報を積極的

に求めている事業場は、製造業

で56％にとどまっている。

「機械の包括的な安全基準」に基づいて、

機械メーカーからユーザーに対する使用

上の情報提供の確実な実施及び当該情

報を踏まえたリスクアセスメント等の実施

について、丁寧な指導援助を行う。

既存の動力機械について、労働者の注意

力によってのみ、安全を担保する措置か

ら、必要な保護方策を追加する等の指導

を徹底する。

設計時に安全面を含めた施工の事前シ

ミュレーション（フロントローディング）の実施

について、丁寧な指導援助を行う。

デジタル技術やＡＩ、ウェアラブル端末等、Ｄ

Ｘの推進により、効率的・効果的な安全衛

生管理及び危険有害作業の遠隔管理・遠

隔操作・無人化等による作業の安全化を

推進する。

足場等の墜落防止措置等、必要な保護方

策等の指導を徹底する。

●

●

労働災害発生状況から、現状は下記の課題がある。 ■ 労働災害発生状況から、現状は下記の課題がある。

製製造造業業対対策策

●

第第三三次次産産業業対対策策 （（++SSaaffeeのの運運用用））

顧客等へのサービス提供と安全衛生管理の一体的運用を促すた

め、寄り添い型支援「+Safe」の運用を通じ、自主的取組を促す。

●

総総合合的的なな健健康康確確保保対対策策

個別の情報として取り扱われがちな、健康診断、面接指導、ストレス

チェック等の結果を総合的に取り扱う手法の指導を通じて、事後措

置の実施と健康保持増進を一体的に推進する。

危険性・有害性が認められた化学物質について、リスクアセスメント

を中核とした、労働者のばく露の程度の低減措置の実施等について、

丁寧な指導援助を行う。

リリススククアアセセススメメンントト出出前前講講座座のの利利用用促促進進

「安全経営あいち®」の中核であるとともに、機械の包括的な安全基

準に関する指針、化学物質の自律的管理でも必須となる、リスクア

セスメントの理解促進のため、出前講座を積極的に広報し、利用を

促す。
リスクアセスメント出前講座に
ついて、詳しくはホームページを
ご覧ください。

●

安全で健康に働くことができる環境づくり【№２】

「「安安全全経経営営ああいいちち®」」のの推推進進 重篤な労働災害の防止

●

●

●

●

③③ ④④

９

建設業において、安全面も含めた施工のシミュレーション（フロン

トローディング）を実施する事業場は、71％にとどまっている。

機械災害発生時の作業態様は、

通常作業が46％、保全・異常

処置が41％である。

「「安安全全経経営営ああいいちち®」」のの推推進進・・賛賛同同事事業業場場制制度度のの運運用用

建建設設業業対対策策
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安全で健康に働くことができる環境づくり【№３】

労災補償制度の適切な運営に向けた対策

課題

取組

労災補償制度は、被災労働者等に対して迅速かつ適正
に必要な保険給付を行うことをもって、被災労働者等を保
護することが重要であり、認定基準等に基づいた適切な
認定により、迅速な処理を図ることが求められる。

石綿による中皮腫や肺がんについて、引き続きがん診療
連携拠点病院を中心とした労災指定医療機関に対し、認
定基準等の周知・広報を行うとともに、労災請求の勧奨の
依頼を行う必要がある。

石綿認定等事業場の公表時期に合わせて、地方公共団
体等に対し、認定基準等の周知・広報を行うとともに、市
町村広報誌等への掲載依頼を行い、引き続き、がん診療
連携拠点病院を中心とした労災指定医療機関に対し、認
定基準等の周知広報を行う。

迅速・適正な処理を行うため、愛知労災保険業務セン
ター（略称:労災センター）において、特に認定までに時間
を要する過労死等の複雑困難事案を中心に対応し、認
定基準等に基づいた適切な認定及びより一層の迅速な
処理を行うとともに、複雑困難事案については、労災担当
部署と監督・安全担当部署が密接に連携し、組織的な対
応を徹底する。

■

●

●

■

⑤⑤

1010



仕事と育児・介護の両立支援

仕事と育児・介護の両立支援のための取組み マザーズハローワークにおける
就職支援の強化 不妊治療と仕事との両立

課題

取組

地域の子育て支援拠点や関係機関と密接

に連携してアウトリーチ型の支援を強化する

とともに、来所が困難な求職者等に対しては、

仕事と家庭の両立ができる求人の確保及び

オンラインでの職業相談を実施し、求職者

サービスの充実を図る。

子育てをしながら就職を希望する女性等
に対し、個々の求職者のニーズに応じた
就職職支援が必要。特に課題を抱えた
者に対しては重点的な支援が必要である。

専門窓口（あいちマザーズハローワーク、マ
ザーズコーナー(名古屋東・豊橋・一宮・刈
谷・春日井)）において、個々の求職者の
ニーズに応じた就職支援を実施する。特に
重点的な支援が必要と認められる求職者
に対しては、担当者制による個別支援を実
施することとし、就職支援ナビゲーターによ
るきめ細かな支援により早期再就職を目
指す。

男性の育児休業取得率の政府目標が令
和７年末までに50％に引き上げられている
が、現状では17.13％（令和４年）にとど
まっており、男性の育児休業取得を推進
する必要がある。

介護を理由に離職する者が一定数おり、
必要な人に対し、制度を周知していく必要
がある。

総務省「就業構造基本調査」（平成19年、24年、29
年、令和4年）より

不妊治療を受けている事を職場に知られ
たくない者もいる中で、通院回数の多さな
どから不妊治療と仕事を両立出来ず、離
職する者が多くいる。そのため、不妊治療
を受けている者が安心して働き続けられる
職場環境の整備が求められている。

仕事と不妊治療の両立ができなかった理由

仕事と不妊治療を両立できずに仕事を辞めたも
しくは不妊治療をやめた、または雇用形態 を変
えた理由は、「精神面で負担が大きいため」「通
院回数が多いため」「体調、体力面で負担 が大
きいため」が多くなっています。

事業主・人事部門向け

不妊治療を受けながら 働き続けられる 職場づくりのた
めのマニュアル より

仕事と不妊治療の両立状況

不妊治療をしたことがある(または予定している)
労働者の中で、「仕事と両立している(または両
立を考えている)」とした人の割合は５３％になっ
ていますが、「仕事との両立ができなかった(また
は両立できない)」とした人の割合は ３５％となっ
ています。

労働者1001人以上の企業を対象とした
男性の育児休業等取得状況の公表の義
務化について、着実な履行確保を図るとと
もに、「産後パパ育休」（出生時育児休業）
を含め、育児・介護休業法に基づく両立
支援制度について周知徹底を図る。

事業主に対し「イクメンプロジェクト」におい
て作成する企業の取組事例集の活用や、
次世代育成支援対策推進法に基づいた
「くるみん」等認定制度の取得促進のほか、
男性労働者が育児休業を取得しやすい
雇用環境の整備措置を実施した事業主
に対する両立支援等助成金の活用を推
進し、男女とも仕事と育児が両立できる職
場環境の整備を図る。

地域包括支援センター等と連携し、介護
休業制度の周知を図るとともに、両立支
援等助成金の活用等を通じて、仕事と介
護が両立できる職場環境整備を図る。

育児休業等の取得等を理由とする不利
益取扱いが疑われる事案を把握した場合
には、厳正に対処する。

「不妊治療を受けながら働き続けられる職
場づくりのためのマニュアル」や「不妊治療と
仕事の両立サポートハンドブック」、不妊治
療のために利用できる特別休暇制度の導
入等に関する各種助成金等を活用し、性と
健康の相談センター（旧名称：不妊専門相
談センター）とも連携しつつ、不妊治療と仕
事との両立がしやすい職場環境整備の推
進のための周知啓発や相談支援を行う。

不妊治療と仕事の両立がしやすい職場環
境整備に取り組む企業の認定制度の「くる
みんプラス」の周知、認定促進を進める。

■

■

■ ■

●

●

●

●

●

●

●

●

①① ③③②②

11

令和5年8月1日～同年8月31日までの間に、あいちマ
ザーズハローワークを利用した者を対象にアンケート調査
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フリーランスの就業環境の整備 | 多様な人材の就労・社会参加の促進【№１】

フリーランス・事業者間取引適正化等法の周知啓発

課題

取組

高齢者の就労・社会参加の促進

働く意欲がある高齢者が年齢にかかわりなくその能力・経験を十分に発揮し、活
躍できる生涯現役社会を実現することが重要である。

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により、事業主は65歳までの雇用確
保措置の義務に加え、70歳までの就業確保措置を講じることが努力義務とされ
おり、高年齢者雇用に積極的に取り組む企業への支援や、65歳を超えても働く
ことを希望する高年齢求職者に対する再就職支援等が必要となっている。

事業主と接触する機会を捉えて、65歳を超える定年引上げや継続雇用制度の
導入等に向けた意識啓発・機運醸成を図る。
また、専門家が行う相談・援助制度や、65歳超雇用推進助成金等、高年齢者
雇用に関する支援制度を積極的に周知する。

愛知県内15所のハローワークに設置する高年齢者専門の相談窓口である「生涯
現役支援窓口」において、高年齢者のニーズ等を踏まえた職業生活の再設計に
係る支援や効果的なマッチング支援を行う。

発注事業者とフリーランス事業者との取引について、
取引の適正化、就業環境の整備を図るため「フリーラ
ンス・事業者間取引適正化等法」が令和６年秋ごろま
でに施行される。法やガイドラインの内容について周知
するとともに、法施行後は履行確保を図る必要がある。

あらゆる機会を捉えて、法の内容について、周知、啓発
を図る。

法施行後は、フリーランスからの申出に応じて関係機
関と連携して法の履行確保を図る。

●

●

■ ■

■

●

●

●

高年齢求職者の多様な就業ニーズに対応するため、公益社団法人愛知県シル
バー人材センター連合会や地域のシルバー人材センターと連携を強化し、臨時的
かつ短期的な就業を希望する高年齢者には、シルバー人材センターへ誘導する。

①① ①①
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多様な人材の就労・社会参加の促進【№２】

障害者の就労促進

課題

取組

外国人求職者等に対する就職支援、
外国人労働者の適正な雇用管理に係る指導と支援

実雇用率及び雇用障害者数ともに過去最高を更新するなど、一
定の進展が見られる。しかしながら、法定雇用率（2.3％）及び全
国の実雇用率（2.33％）を下回る状況にあり、さらに、法定雇用
率を達成している民間企業の割合は半数程度となっている。
令和５年４月に新たな雇用率が設定され、令和６年４月には、法
定雇用率が2.5％に、令和８年７月には2.7％に引き上げられる。
また、令和７年４月には除外率が一律10P引き下げられる。この
ため、雇用率達成に向けた更なる助言や支援等に取り組む必要
がある。

労働局及びハローワークによる啓発・助言等の実施する。
労働局及びハローワークにおいて、障害特性に応じた個別支援、
障害に対する理解促進のための研修等を実施する。

外国人労働者が増加しており、愛知県内の外国人雇用事業所数及
び外国人労働者数は平成19年以降過去最高値となっている。
外国人を雇用している企業において、外国人労働者の適正な雇用
管理、及び労働条件の確保等の支援による定着率の向上を図り、ま
た、出入国在留管理庁や経済産業局と情報の共有を図りながら、
人手不足に対応した適正な支援が必要となっている。

日本で働くことを希望する外国人に対して、適切かつ効果的な就職
支援が必要となっている。

令和５年10月末時点の外国人雇用事業所数及び外国人労働者数
外国人労働者数 210,159人（前年比11.4％増）
外国人雇用事業所数

外国人労働者が日本で安心して働くことができる良い就労環境の確
保が必要である。

R３年度 R４年度 R5年度

雇用管理指導
※（）はうち12月末の数

483（実績） 
（360） 

783（実績） 
（590） 

597（目標） 
（735） 

■ ■

■

■

外国人求職者と外国人労働者に対する支援

事業主に対する支援

日本における安定的な就労及び職場定着の促進を図るため日本語
や日本の職場習慣、雇用慣行を学ぶことができる「外国人就労・定
着支援研修」事業を広く周知し案内をする。
国内就職を希望する外国人留学生などの就職を推進するため、大
学等の教育関係機関と共同で、外国人留学生を留学早期からその
後の就職・定着支援まで一貫してサポートする。
職業相談窓口に通訳員を配置するとともに、電話や映像を用いた通
訳・多言語音声翻訳機器等の活用や、外国人求職者への情報発
信等により、相談支援体制の整備を図る。また、相談コーナーを愛
知労働局労働基準部監督課と一部の労働基準監督署に設置し、労
働条件相談員（英語、ポルトガル語、ベトナム語）による労働条件の
相談対応を行うとともに、「相談ダイヤル」や「労働条件相談ホットライ
ン」の紹介等も行うことで、相談体制の整備を図る。
ウクライナ避難民を含む外国人求職者の希望条件などを把握して求
人開拓を図ることにより、的確な就職支援を実施する。
大学等の春休み期間中の令和６年２月～３月において、「春季イン
ターンシップ」を実施する。

●

●

●

●

●

●

●

中小企業をはじめとした障害者の雇入れ支援等

雇用の質の向上のための周知・啓発

多様な障害特性に対応した就労支援

多様な障害者の就労ニーズを踏まえた働き方の推進

公務部門における障害者の雇用促進・定着支援

今年度より５年間で県内の障害者実雇用率を2.7％まで引き上げる
ことを目標とし、ハローワークの訪問指導やあいち障害者雇用総合サ
ポートデスクにおける支援等を強化する。

障害者雇用ゼロ企業等に対して、支援機
関と連携したチーム支援等を実施し、障害
者の雇入れ支援等の一層の強化を図る。

もにす認定制度について周知を図り、認定
企業を増加させる。
もにす認定企業の取組や障害者雇用事
例等について、積極的な周知をする。

企業の理解を促進するため、「精神・発達
障害者 しごとサポーター養成講座」を積極
的に開催し、障害者雇用の促進及び定着
を図る。

特定短時間労働者の実雇用率算定やテレワークの活用について
事業主等に周知を図る。
障害者の職業的自立を促進する観点から、週20時間以上の雇用
の実現を目指すことが望ましいことや、事業主には障害者の有する
能力に応じて勤務時間を延長する努力義務があること等について
周知する。

●

●

●

●

●

●

●
●

●

②② ③③

13

（件）

主に外国人を雇用している事業所を訪問し、雇用管理のあり方が法
令等の要請を満たすものとなるよう相談
・助言等を行い雇用環境の整備を推進
する。
外国人の雇用を検討している企業を対
象に、アドバイザーを活用した雇用管理
セミナーの開催や、雇用管理のあり方等
の相談支援を実施することにより就職促
進や雇用維持を図る。
外国人労働者の就業環境を整備し、職
場定着のために就業規則の改正、翻訳
機器導及び社内標識看板の設置等に
取り組む事業主に対して、経費の一部を
助成する。

25,225所（前年比 5.8％増）

13



就職氷河期世代、多様な課題を抱える若年者・新規学卒者の支援【№１】

新卒者・既卒者に対する就職支援

課題

取組

若者活躍促進

主な支援の流れ

支援の特徴

その他の支援

▽▽初初来来所所 ▷▷ 活活動動ススタターートト

◆求職者登録、個別相談

◆自己分析、各種セミナーの受講

◆企業説明会を通じた業界研究

◆情報収集、求人検索

job tagを活用した労働市場等の情報提供をしながら、相談者に

合った求人を担当者とともにサポート

▽▽企企業業へへのの応応募募

◆◆企業へのアプローチ

◆応募書類や面接の準備、支援

これまでの学生生活を振り返りながら、魅力的な履歴書やエント

リーシートの作成をサポート

◆ミニ面接会や合同説明会の開催

▽▽採採用用

◆就職後の相談、定着支援

就職後も、職場環境や人間関係などの悩みについて相談を受ける

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良

な中小企業に対しては、「ユースエール認定」の取得の勧奨を行う。

▽▽担担当当者者制制

◆予約制で同じスタッフがサポート

◆仕事や就職に関する相談、職

場適性、書類作成・添削、面接対

策や就職プランを作成

▽▽wweebb相相談談（（職職業業相相談談））

◆就活に不安がある方、どうし

ていいかわからない方への仕事

に関する相談

▽▽自自己己理理解解、、仕仕事事理理解解（（職職業業適適性性診診断断））

◆キャリア・インサイト

◆job tag（職業情報提供サイト、厚生労働省運営）

▽▽応応募募書書類類、、面面接接対対策策

◆◆履歴書・職務経歴書の作成サポート

◆効果的な話し方など１対１でトレーニング

▽▽定定着着支支援援

◆採用後の不安や悩みについて相談

新規学卒者等について、心身の不調や家庭・経済環境の問題等の

多様な課題を抱え、就職活動に際して特別な配慮や支援を必要と

するものが顕在化しており、個々人の課題に応じたきめ細かな支援

に取り組む必要がある。特に発達障害の特性からコミュニケーション

等に課題を抱える者や、ヤングケアラーなど家庭・経済的環境の問

題により、就職活動に際して特別な支援ニーズを有する新規学卒

者等に対しては、就職支援ナビゲーターを中心に在学中から効果

的かつ集中的な支援に取り組む必要がある。

近年、発達障害者の疑いがある者、コミュニケーション能力に課題の

ある者など、就職に困難を抱える者が増えていることから、きめ細か

な個別支援に取り組む必要がある。

■ ■

●

● 愛知新卒応援ハローワークや各ハローワークの就職支援ナビゲー
ターが中心となり、業界研究や担当者制による個別支援等により
就職支援を実施する。
また、新卒応援ハローワーク内に臨床心理士を配置し、心理的サ
ポートを含む一体的・総合的な支援を進めていく。

就職支援ナビゲーターによる担当者制による支援を行うとともに、愛

知県が設置するあいち若者職業支援センターと連携した、きめ細か

な個別支援を通じて正社員就職を支援する。

▽▽就就活活ククララブブ

◆就活に不安を感じている方に、就活中の仲間との交流を通じ

てコミュニケーション能力等を養い、座学とグループワークで就活

を学ぶことができるセミナー

●

①① ②②
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就職氷河期世代、多様な課題を抱える若年者・新規学卒者の支援【№２】

就職氷河期世代に対する伴走型支援の推進 地域若者サポートステーションを通じた
就労自立支援

課題

取組

愛知労働局、愛知県及び関係機関から構

成される「あいち就職氷河期世代活躍支援

プラットフォーム」において、就職氷河期世

代の方の活躍の機会を広げるため、支援策

の周知広報、取組状況や好事例の収集な

どを通じ、正社員化等の支援を推進する。

県内の６ハローワーク（名古屋中、名古屋

南、名古屋東、豊橋、一宮、豊田）に専門

窓口を設置し、専門担当者による就職相

談、職業紹介、職場定着までの一貫した

伴走型支援を実施。また、必要に応じて専

門担当者によるチームを結成し、キャリアコ

ンサルティング、生活設計面の相談、必要

な職業能力施策へのあっせん、求職者の

適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職

後の職場定着などを計画的に実施する。

〈愛知労働局ホームページ〉
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/hyogaki.html#top_pf

＼支援内容はコチラ／

地域若者サポートステーションを、愛知

県内に９か所（名古屋、蒲郡、豊川、知

立、豊橋、一宮、愛西、春日井、半田

（うち豊川と愛西は、常設サテライト））に

設置し、次のメニューにより継続的な支

援を実施する。

支援メニュー

▶基盤的支援（就職活動準備支援）
及び実践的支援（就職に向けた実
践的支援）を実施

▶利用者の利便性等を考慮してオン
ラインによる相談にも対応

▶キャリアコンサルタントによる相談を
踏まえ、個別の支援計画を策定

▶利用者の個別ニーズを踏まえたプ
ログラムの実施

▶学校や自宅等へ訪問するアウトリー
チ支援を実施

▶OJTとOff-JTを組み合わせた職場
体験プログラムの実施

▶職場への定着・フォローアップ相談
により職業的自立を実現

▶地域の関係機関（福祉機関等）と
ネットワークを形成し連携する

15歳～49歳の若年無業者等の数が高止
まりで推移している。
「地域若者サポートステーション事業」の支
援メニューにおいて、この若年無業者等の
抱える課題を解決し、職業的自立に向けた
支援の実施が必要である。

■就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時
期に就職活動を行った世代であり、希望す
る就職ができず、現在も不本意ながら不安
定な仕事についている、無業の状態にある
など、様々な課題に直面しているものもいる。
そのため、引き続き就職氷河期世代の抱え
る固有の課題、例えば希望する職業との
ギャップや実社会での経験不足などに対し
て、今後の人材ニーズを踏まえつつ、個々
人の状況に応じた支援に取り組む必要があ
る。

■

●

●

●

③③ ④④
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労働保険制度の円滑な運営

労働保険料等の適正徴収

課題

取組

1,731 

2,111 

2,723 

1,716 

2,097 

2,706 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3年度 4年度 5年度

（6.2月末現在）

（億円）

愛知労働局の労働保険料等徴収

決定額及び収納済額の推移

徴収決定額 収納済額

効果的かつ組織的な滞納整理のため
滞納事業を組織的に管理する。

▶年間を通じて適正かつ実効ある滞納
整理を実施
▶時効中断措置等の適切な債権管理。
▶納付督励によっても納付されない場
合は財産調査等を実施

納付資力がありながら納付を怠る事業
に対し、負担の公平を確保する観点か
らも、法令等に沿った滞納処分へ積極
的に移行する。

行政手続コストの削減及び法定期限内
における確実な納付を図るため「口座
振替制度」を推進

▶新規成立事業へのリーフレット

配布
▶愛知労働局ホームページ、

YouTubeチャンネルを活用しての
周知

労働保険制度の安定的な運営を確保
するためには、労働保険料等の収納率
を高い水準で維持する必要がある。

【愛知労働局管内労働
保険適用事業場数】
＊令和３年度
労災保険 158,040件

個別 102,502件
委託 55,538件

雇用保険 124,095件
個別 85,617件
委託 38,478件

＊令和４年度
労災保険 159,406件

個別 103,562件
委託 55,844件

雇用保険 125,084件
個別 86,494件
委託 38,590件

労働保険未手続事業
一掃対策の推進

労働保険事務組合制度の効率的な
運用を図るための指導等の強化

行政手続きコスト削減（手続きの利便
性を向上）のため、さらなる電子申
請・電子納付の利用促進を図る。

電子申請の利用促進

労働局、監督署、ハロー
ワークの連携を強化する
とともに関係機関や地方
行政機関との連携に積
極的に取り組み、効果
的な情報収集を行う。

労働保険の加入促進に
関する事業の受託団体
と連携した積極的な加
入勧奨と訪問による手
続き指導を推進する。

「労働保険未手続事業
一掃対策強化期間」
（11月）をはじめとする
様々な機会をとらえて積
極的かつ効果的な広報
活動を展開する。

労働保険事務組合、一
人親方団体等へ向けた
充実した会議と研修を実
施する。

定期的、実効的な監査
及び実地指導を実施す
る。

電子申請に係る一連の手続き方法、
電子申請体験コーナー活用等情報
を愛知局ホームページへの掲載する。

郵便物へのリーフレット封入による広
報を行う。

社会保険労務士会、事業主団体等
との連携強化による効率的な電子申
請利用勧奨の実施する。

雇用保険関係手続の電子申請の利
用促進を図るため、ハローワーク窓口
や各種会議や研修会等において利
用勧奨を行うとともに、手続きに不安
を抱える事業主等へは電子申請アド
バイザーを派遣するなど、電子申請
の利用率向上に向けた取組を行う。

電電子子申申請請率率
※雇用保険重点３手続

（資格取得届・資格喪失届・高年齢雇用継
続給付）

令和３年度 令和４年度

68.1％ 74.6％

●

●

●

●

●

●

●

●

●

■ ■ ■

■

■

【愛知労働局管内の労働
保険事務組合等の数】
＊労働保険事務組合
令和３年度末
４１１組合

令和４年度末
４０８組合

＊一人親方団体
令和３年度
２１４件

令和４年度
２１２件

労働保険の適用促進及
び労働保険料の適正徴
収における労働保険事
務組合本来の機能が十
分に発揮されるための指
導育成を強化する必要
がある。

不正・不適切事案の発
生防止が重要である。

●

●

●

未手続事業場の一層
に向けて、効果的な
広報活動を展開する
とともに、積極的な加
入勧奨を行う必要が
ある。

①① ②② ③③ ④④
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愛
知
労
働
局
の
組
織
と
事
務
分
掌 

部 課 電話番号/庁舎 業務内容 

総
務
部 

総務課 052(972)0251 

三
の
丸
庁

職員の人事・福利厚生、予算・決算及び会計等に関すること 

情報公開・保有個人情報開示請求の受付 

労働保険徴収課 052(219)5501 

広
小
路
庁
舎 

労働保険料・印紙保険料の徴収及び決算業務に関すること 

(労働保険事務組合を除く) 

労働保険適用・事務組合課 

052(219)5503 
労働保険の保険関係の成立・消滅、労働保険料等の額の決定等に関す

ること(労働保険事務組合を除く) 

052(219)5502 
労働保険事務組合の認可、委託事業主に係る労働保険の適用・徴収及

び特別加入者の承認等に関すること 

雇
用
環
境
・
均
等
部 

企画課 052(972)0252 
三
の
丸
庁
舎 

局内の企画調整、広報に関すること 

企画課 

052(857)0313 助成金（両立支援等、働き方改革推進支援）の支給相談に関すること 

（助成金担当） 

指導課 052(857)0312 三
の
丸
庁
舎
分
室 

女性の活躍推進、男女の均等確保、仕事と家庭との両立支援対策、次

世代育成支援対策、パートタイム労働者の雇用管理改善に関すること 

「働き方改革」及び労働時間等設定改善に関すること 

労働契約法、有期特措法に関すること 

フリーランス・事業者間取引適正化等法に関すること 

指導課 

（総合労働相談コーナー） 

052(972)0266 
総合労働相談、個別労働紛争解決制度（助言・指導及びあっせん）に

関すること 

労
働
基
準
部 

監督課 052(972)0253 

三
の
丸
庁
舎 

法定労働基準の履行確保、事業場に対する監督指導、司法警察事務、

外国人労働者相談コーナーに関すること 

安全課 052(972)0255 
労働災害の防止、特定機械の検査、クレーン等の免許証交付等に関す

ること 

健康課 052(972)0256 
化学物質・石綿じん肺等職業性疾病予防対策、メンタルヘルス等健康

確保対策、受動喫煙防止対策、治療と仕事の両立支援に関すること 

賃金課 

052(972)0257 
最低賃金に関すること(賃金不払等の相談又は個別紛争に関すること

を除く) 

052(972)0258 家内労働、賃金統計調査に関すること 

労災補償課 

052(855)2147 

広
小
路
庁
舎 

労災補償及び求償に関すること 

052(855)2146 労災保険の審査請求に関すること 

052(855)2145 訴訟・社会復帰及び課内の庶務に関すること 

052(855)2148 労災指定医療機関などに関すること 

職
業
安
定
部 

職業安定課 

052(219)5504 

伏
見
庁
舎 

部内の庶務等に関すること 

052(219)5505 職業紹介・指導、新規学卒等の就職対策に関すること 

052(219)5506 雇用保険事業等に関すること 

052(219)5568 雇用保険審査請求に関すること 

052(219)5578 雇用統計に関すること 

あいち雇用保険 電子申請事務センター 052(688)5559 電子申請事務（雇用保険）に関すること 

職業対策課 

052(219)5507 高齢者・障害者の雇用対策等に関すること 

052(219)5508 外国人労働者、日雇・港湾労働者、建設労働者の雇用等に関すること 

あいち雇用助成室 052(219)5518 雇用関係各種助成金の支給、相談に関すること 

訓練課 052(688)5755 

職業訓練の周知、受講者の就職支援等に関すること 

求職者支援制度の訓練実施奨励金業務等に関すること 

人材開発支援助成金「人への投資促進コース」「事業展開等リスキリ

ング支援コース」活用勧奨に関すること 

需
給
調
整
事
業
部 

需給調整事業第一課 052(219)5587 職業紹介事業・労働者派遣事業等の許可申請・届出に関すること 

需給調整事業第二課 052(685)2555 職業紹介事業・労働者派遣事業等の指導監督に関すること 

 ◆労働基準監督署 13 署 1 支署        ◆公共職業安定所 16 所２出張所 

愛愛知知労労働働局局のの組組織織とと事事務務分分掌掌 
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安定所名 管轄区域 所在地 電話番号 

名古屋中 
西区、中村区、中区、中川区、北区、 
北名古屋市、清須市、西春日井郡 

〒460-8640 名古屋市中区錦2－14－25 
（ヤマイチビル） (052)855-3740   

名古屋南 
熱田区、港区、南区、瑞穂区、緑区、

豊明市 
〒456-8503 名古屋市熱田区旗屋2-22-21 (052)681-1211 

名古屋東 
千種区、昭和区、名東区、天白区、守
山区、 
東区、日進市、長久手市、愛知郡 

〒465-8609 名古屋市名東区平和が丘1-2 (052)774-1115 

豊  橋 豊橋市、田原市 
〒440-8507 豊橋市大国町111 
(豊橋地方合同庁舎 １階) (0532)52-7191 

岡  崎 岡崎市、額田郡 
〒444-0813 岡崎市羽根町字北乾地 50-1 
(岡崎合同庁舎１階) (0564)52-8609 

一  宮 一宮市、稲沢市(平和町を除く) 

〒491-8509  一宮市八幡4-8-7 
(一宮労働総合庁舎） (0586)45-2048  

半  田 
半田市、常滑市、東海市、知多市、知

多郡 

〒475-8502 半田市宮路町 200-4 
(半田地方合同庁舎1階） (0569)21-0023 

瀬  戸 瀬戸市、尾張旭市 〒489-0871 瀬戸市東長根町86 
(0561)82-5123 

豊  田 豊田市、みよし市 〒471-8609 豊田市常盤町3-25-7 
(0565)31-1400   

津 島 
津島市、愛西市、海部郡、稲沢市平和
町 
弥冨市、あま市 

〒496-0042 津島市寺前町2-3 (0567)26-3158 

刈  谷 
刈谷市、安城市、知立市、高浜市、大

府市 
〒448-8609 刈谷市若松町1-46-3 

(0566)21-5001 

碧 南    

（出張所） 
碧南市 〒447-0865  碧南市浅間町1-41-4 

(0566)41-0327  

西  尾 西尾市 〒445-0071  西尾市熊味町小松島41-1 
(0563)56-3622 

犬  山 犬山市、江南市、岩倉市、丹羽郡 〒484-8609  犬山市松本町2-10 
(0568)61-2185 

豊  川 豊川市 〒442-0888 豊川市千歳通1-34 
(0533)86-3178 

蒲  郡 

（出張所） 
蒲郡市 〒443-0034 蒲郡市港町16-9 

(0533)67-8609 

新  城 新城市、北設楽郡 〒441-1384 新城市西入船24-1 
(0536)22-1160 

春 日 井  春日井市、小牧市 〒486-0841 春日井市南下原町2-14-6 
(0568)81-5135 

公共職業安定所 
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最新版は、愛知労働局ホームページをご覧ください

労働基準監督署
事業場に対する監督指導、重大・悪質な法違反事案等
についての司法処分、事業主等から提出される許可申
請、認定申請、届出等の処理、申告・相談等に対する
対応、機械設備の安全・衛生面の検査、災害調査の実
施・統計調査の実施、労災保険の給付及び社会復帰促
進事業、労働保険の適用・徴収

公共職業安定所
仕事をお探しの方へのサービス（窓口での職業相談・
職業紹介、求人情報の提供、雇用保険の給付、職業能
力向上のための職業訓練等の相談）事業主の方へのサ
ーピス（求人の受付・人材の紹介、雇用保険の適用、
雇用に係る助成金・給付金の支給、雇用管理サービス
（障害者・高年齢者の雇用のなど）

三の丸庁舎

三の丸庁舎分室

広小路庁舎

伏見庁舎

労働局庁舎の案内図


